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2022年 5月 13日 

各 位 

会 社 名 KDDI株式会社 

代表者名 代表取締役社長 髙橋 誠 

（コード番号：9433、東証プライム市場） 

問合せ先 コーポレート統括本部 

総務本部長 中里 靖夫 

 （TEL．03－6678－0982） 

 

 

連結子会社との会社分割（簡易吸収分割）に関するお知らせ 

 

 

当社は、2022年 5月 13日開催の取締役会において、2022年 7月 1日（予定）を効力発生日とし、当社の営

む法人顧客へのデジタルトランスフォーメーション（DX）支援事業に係る子会社1（以下「本件子会社」）に関

する事業戦略の企画・立案・推進機能及び本件子会社の管理事業等を吸収分割により当社の連結子会社（完全

子会社）である KDDI Digital Divergence Holdings株式会社（以下「持株準備会社」）に対し承継し、また当

社の営むアジャイル開発事業及び保守事業の一部を吸収分割により当社の連結子会社（完全子会社）である

KDDIアジャイル開発センター株式会社（以下「事業準備会社」）に対し承継すること（以下「本会社分割」）

を決議し、2022年 5月 17日付で持株準備会社及び事業準備会社（以下「準備会社等」）それぞれと吸収分割

契約を締結する予定でありますので、お知らせいたします。 

本会社分割は、当社の完全子会社に本件事業を承継させる簡易吸収分割であるため、開示事項・内容を一部

省略して開示しております。 

 

 

１．本会社分割の目的 

当社は、これまでお客さまのビジネス変革や社会課題解決を通信(5G・IoT)とデジタルを活用して解決する

DXの支援をしてまいりました。 

 今般、本会社分割により、当社連結子会社である持株準備会社に上記事業を承継させ、DX の専業体制を構

築することで、グループ内の連携強化ならびに多様な人財の拡充を図ることにより、激しい事業環境の変化へ、

お客さまが迅速に対応していくための支援をより強化し、事業成長を図ってまいります。 

 

 

２．本会社分割の要旨 

（１）本会社分割の日程 

 

当社取締役会決議日   ：2022年 5月 13日 

持株準備会社の取締役による決定日 ：2022年 5月 17日（予定） 

事業準備会社の取締役による決定日 ：2022年 5月 17日（予定） 

分割契約締結日   ：2022年 5月 17日（予定） 

分割日（効力発生日）   ：2022年 7月 1日（予定） 

 

                              
1 アイレット株式会社、株式会社 KDDIウェブコミュニケーションズ、Scrum Inc. Japan株式会社、KDDIア

ジャイル開発センター株式会社 
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（２）本会社分割の方式 

当社を分割会社とし、準備会社等それぞれを承継会社とする吸収分割とします。 

 

（３）本会社分割に係る割当ての内容 

当社は本会社分割に際して、株式の割当てその他の対価の交付は行いません。 

 

（４）本会社分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

当社は新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

（５）本会社分割により増減する資本金 

本会社分割による当社の資本金の増減はありません。 

 

（６）承継会社が承継する権利義務 

持株準備会社は、本会社分割に際して、当社の営む本件子会社に関する事業戦略の企画・立案・推進機

能を承継し、本件子会社に対する資金管理を含む管理事業及び、当社が本会社分割の効力の発生の直前

時点において本件管理事業に関して有する資産（事業準備会社、アイレット、KDDI ウェブコミュニ

ケーションズ、Scrum Inc. Japanの株式を含む）、負債その他の権利義務及び契約上の地位のうち、吸

収分割契約書において定めるものを承継します。 

事業準備会社は、本会社分割に際して、当社の営むアジャイル開発事業及び保守事業の一部を承継し、

当社が本会社分割の効力の発生の直前時点において本件開発事業に関して有する資産、負債その他の権

利義務及び契約上の地位のうち、吸収分割契約書において定めるものを承継します。 

 

（７）債務履行の見込み 

本会社分割の効力発生日以降における準備会社が負担すべき債務につきましては、履行の見込みに問題

はないと判断しております。 

 

 

３．分割当事会社の概要 （分割会社は 2022年 3月 31日現在、承継会社は 2022年 5月 12日設立時現在） 

  分割会社 承継会社 

（１） 名 称 KDDI株式会社 
KDDI Digital Divergence Holdings株式

会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都新宿区西新宿二丁目 3番 2号 東京都港区虎ノ門二丁目 10番 1号 

（３） 
代表者の役職・ 

氏 名 
代表取締役社長 髙橋 誠 代表取締役社長 藤井 彰人 

（４） 事 業 内 容 電気通信事業 

本件子会社に関する事業戦略の企画・立

案・推進機能及び本件子会社に対する資

金管理を含む管理事業 

（５） 資 本 金 141,852百万円 100百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1984年 6月 1日 2022年 5月 12日 

（７） 発 行 済 株 式 数 2,304,179,550株 2,000株 

（８） 決 算 期 3月 31日 3月 31日 

（９） 
大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）15.53％ 

京セラ株式会社 14.54％ 

トヨタ自動車株式会社 13.74％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）5.64％ 

KDDI株式会社 100％ 
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  分割会社 承継会社 

（１） 名 称 KDDI株式会社 KDDIアジャイル開発センター株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都新宿区西新宿二丁目 3番 2号 東京都港区虎ノ門二丁目 10番 1号 

（３） 
代表者の役職・ 

氏 名 
代表取締役社長 髙橋 誠 代表取締役社長 木暮 圭一 

（４） 事 業 内 容 電気通信事業 アジャイル開発事業及び保守事業 

（５） 資 本 金 141,852百万円 100百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1984年 6月 1日 2022年 5月 12日 

（７） 発 行 済 株 式 数 2,304,179,550株 2,000株 

（８） 決 算 期 3月 31日 3月 31日 

（９） 
大 株 主 及 び 

持 株 比 率 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）15.53％ 

京セラ株式会社 14.54％ 

トヨタ自動車株式会社 13.74％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託

口）5.64％ 

KDDI株式会社 100％ 

 

（10）直前連結会計年度・直前事業年度の財政状態及び経営成績 

KDDI株式会社（国際会計基準）（連結） 

 決算期 2022年 3月期 

 親会社の所有者に帰属する持分（百万円） 4,982,586 

 総資産（百万円） 11,084,379 

 1株当たり親会社所有者帰属持分（円） 2,249.27 

 売上高（百万円） 5,446,708 

 営業利益（百万円） 1,060,592 

 税引前当期利益（百万円） 1,064,497 

 親会社の所有者に帰属する当期利益（百万円） 672,486 

 基本的 1株当たり当期利益（円） 300.03 

 

KDDI Digital Divergence Holdings株式会社（日本基

準）（単体） 

 純資産（百万円） 200 

 総資産（百万円） 200 

 1株当たり純資産（円） 50,000 

 

KDDIアジャイル開発センター株式会社（日本基準）（単

体） 

 純資産（百万円） 200 

 総資産（百万円） 200 

 1株当たり純資産（円） 50,000 

 

（注）準備会社等においては、直前事業年度が存在しないため、その設立の日における貸借対照表項目のみを

記載しております。 
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４．分割する事業部門の概要 

（１）分割する部門の事業内容 

・持株準備会社に承継 

本件子会社に関する事業戦略の企画・立案・推進機能及び本件子会社に対する資金管理を含む管理事業 

・事業準備会社に承継 

アジャイル開発事業及び保守事業の一部 

 

（２）分割する部門の経営成績 

・持株準備会社に承継 

分割する部門の事業における売上高はありません。 

・事業準備会社に承継 

当社と顧客との契約は、分割する部門の事業に関連せず、本会社分割によって事業準備会社に承継さ

れないため、分割する部門の事業における売上高はありません。 

 

（３）分割する資産、負債の項目及び帳簿価格 

・持株準備会社に承継       （単位：百万円） 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

資産 19,783 負債 － 

 

・事業準備会社に承継       （単位：百万円） 

資産 負債 

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額 

資産 45 負債 － 

 

（注）上記金額は 2022年 3月 31日現在のものであり、実際に分割する資産・負債の金額は、上記から変動す

る可能性がございます。 

 

 

５．本会社分割後の状況 

本件分割後の当社、持株準備会社、及び事業準備会社の名称、本店所在地、代表者の役職・氏名、事業

内容、資本金及び決算期は、本会社分割による変更はありません。 

 

 

６．今後の見通し 

本会社分割は、当社及び当社完全子会社を当事会社とする会社分割であるため、当社連結業績に与える

影響は軽微です。 

 

 

 

以 上 

 


